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■再評価

番号
事業名
（箇所名）

実施箇所 事業期間等
総事業費（億円）
上段：前回評価時
下段：現時点

事業を巡る社会経済情勢等の変
化

主な事業の進捗状況 主な事業の進捗の見込み コスト縮減や代替案等の可能性
流域委員会等
の審議結果

鈴鹿川直轄河川改修
事業

三重県四日市市、鈴
鹿市、亀山市

平成29年度
　～令和27年度

約471億円
約644億円

近年、鈴鹿川流域市町の人口・世
帯数は増加傾向にある。
四日市市には石油化学コンビナート
が、鈴鹿市には自動車製造工場、
亀山市には電子部品製造工場が立
地し、今後も発展が期待されている
地域である。

整備目標流量を安全に流下させるため、堤防整備、
護岸整備、河道掘削、樹木伐採を重点的に進めて
います。河川整備計画（平成28年12月策定）に基づ
く事業の進捗率は、事業費ベースで約28％程度と
なっています。

鈴鹿川第１・第２頭首工は、著しく治
水上の支障となっており、改築の必
要がある。
改築にあたっては、関係機関と連
携・調整を図りながら事業を実施す
る。

【コスト縮減】
　河道掘削の建設発生土を国や地
方自治体の公共事業と連携して有
効活用することで、残土処分場への
運搬・処分費を縮減する等、積極的
なコスト縮減に努める。
【代替案立案】
　河川整備計画は、現在の流域に
おける社会経済状況、自然環境の
状況、河道状況を踏まえて策定した
ものであり河川整備計画における
河川改修が最も適切であると考えま
す。

【事業全体】
総便益Ｂ：28,106
億円
総費用Ｃ：402億円
Ｂ／Ｃ＝69.9
【事業全体】
総便益Ｂ：36,786
億円
総費用Ｃ：486億円
Ｂ／Ｃ＝75.7

【残事業】
総便益Ｂ：25,245
億円
総費用Ｃ：323億円
Ｂ／Ｃ＝78.2

【残事業】
総便益Ｂ：19,937
億円
総費用Ｃ：337億円
Ｂ／Ｃ＝59.1

継続

大井川直轄河川改修
事業

静岡県静岡市、島田
市、藤枝市、焼津市、
吉田町

平成24年度
　～令和22年度

約152億円
約182億円

流域内市町の人口は減少傾向と
なっており、世帯数は増加傾向と
なっている。
流域は、製薬、化学、食品加工業の
工場が多く立地し、東名高速道路や
JR東海道新幹線等、日本経済の基
盤をなす重要交通網が集中してお
り、平成24年度には、新東名高速道
路の供用開始もされ、一層の経済
活動等が見込まれている。

　大井川では、基準地点の神座で年超過確率1/50
に相当する流量を安全に流下させるため、河道拡
幅、低水護岸整備を重点的に進めており、河川整備
計画に基づく事業の進捗率は事業費ベースで92％
程度となっています。

　大井川では、流下能力が不足する
箇所の河道掘削について、関係者
と十分な連携・調整を図りながら実
施をしていきます。

【コスト縮減】
　事業実施の各段階において、工法
の工夫や新技術の採用などによる
コスト縮減や工期短縮等に努めま
す。
　河道掘削により発生した土砂につ
いては、関係機関との連携を図るな
ど、積極的なコスト縮減に努めま
す。
　R6に実施を試みた堤防除草を有
料処分からの地元農家へ運搬し有
効活用を図ることを今後も行い、コ
スト縮減に努めます。
【代替案立案】
　河川整備計画は、現在の流域に
おける社会経済状況、自然環境の
状況、河道状況を踏まえて策定した
ものであり河川整備計画における
河川改修が最も適切であると考えま
す。

【事業全体】
総便益Ｂ：3,031億
円
総費用Ｃ：196億円
Ｂ／Ｃ＝15.4
【事業全体】
総便益Ｂ：4,058億
円
総費用Ｃ：218億円
Ｂ／Ｃ＝18.6

【残事業】
総便益Ｂ：2,374億
円
総費用Ｃ：32億円
Ｂ／Ｃ＝74.8

【残事業】
総便益Ｂ：2,787億
円
総費用Ｃ：23億円
Ｂ／Ｃ＝119.6

継続

事業の投資効率性
上段：前回評価時
下段：現時点
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